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平成２４年７月２６日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 所有権移転登記承認請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年５月２４日 

 

判     決 

原告          有限会社Ｘ 

被告          国 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は、原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は、別紙物件目録記載の各土地につきなされた宮崎地方法務局平成１３

年２月１３日受付第  号の条件付所有権移転仮登記に基づく平成２３年２月

３日売買による所有権移転本登記手続を承諾せよ。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告が、農地法５条の許可を条件とする別紙物件目録記載の各土地

（以下「本件各土地」という。）に対する所有権移転仮登記を備えていたとこ

ろ、その後本件各土地の所有権を取得したと主張して、本件各土地に対する所

有権に基づき、本件各土地の仮登記の本登記手続を得るにつき、本件各土地に

滞納国税を徴収するための差押登記を有する被告（財務省）に対し、本件仮登

記に基づく本登記申請についての承諾（不動産登記法１０９条１項）を請求す

る事案である。 

１ 前提事実（以下の事実は、当事者間に争いがないか証拠により容易に認定で
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きる。） 

（１）大蔵省（現財務省）は、本件各土地に対して平成３年７月１１日、抵当権

設定登記を具備した。 

（２）原告とＡ（以下「Ａ」という。）は、平成１３年２月９日付けで抵当権設

定契約及び金銭消費貸借契約を締結した。 

（３）本件各土地について、①原告を権利者とし、平成１３年２月９日売買（条

件 農地法６条の許可）を原因とする条件付所有権移転仮登記（宮崎地方法

務局平成１３年２月１３日受付第  号。以下「本件仮登記」という。）、

②原告を抵当権者、Ａを債務者とし、平成１３年２月９日付け金銭消費貸借

契約を原因とする抵当権設定登記（宮崎地方法務局平成１３年２月１３日受

付第  号。以下「本件抵当権設定登記」という。）、③平成１３年２月９

日解除を原因とする１２番抵当権抹消登記（宮崎地方法務局同日受付第  

号）が設定されている。 

（４）熊本国税局長は、平成１７年３月２日、Ａの滞納国税を徴収するため、国

税徴収法４７条１項１号及び同法６８条の規定に基づき、本件各土地を差し

押さえ（以下「本件差押え」という。）、同月４日、平成１７年３月２日熊

本国税局差押を原因とし、債権者を財務省とする差押登記を備えた（乙１、

４の１ないし３）。 

（５）宮崎市農業委員会は、平成２３年２月９日、原告から同月３日付けで届出

書の提出のあった本件各土地について、平成２３年２月３日、農地法５条１

項６号の届出について効力が生じた。 

２ 本件の争点 

本件の争点は、本件仮登記は原告のＡに対する金銭債権を担保するための仮

登記担保契約に基づき設定された担保仮登記であって、仮登記担保契約に関す

る法律（以下「仮登記担保法」という。）が適用されるか否かにある。 

第３ 争点に対する当事者の主張 
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１ 被告の主張 

原告とＡとの間には本件各土地の売買契約は締結されておらず、本件仮登記

は、Ａの原告に対する貸金債務の担保を目的とした仮登記担保契約に基づく担

保仮登記である。そして、原告はＡに対して仮登記担保法３条に基づく清算金

を弁済した事実が認められないことからすると、本件差押えは清算金弁済前に

行われたものであり、仮登記担保権者である原告は、本件仮登記に基づく本登

記の請求をすることはできない（国税徴収法５２条の２、仮登記担保法１５条）。

よって、原告の被告に対する本件仮登記に基づく本登記申請についての承諾請

求は理由がない。 

２ 原告の主張 

原告と被告との間で平成１３年２月９日に本件各土地につき売買代金を５５

００万円とする売買契約を締結したところ、本件仮登記は、本件各土地が農地

であり、農地法５条の許可を条件としてはじめて所有権移転が認められること

を前提とした不動産登記法１０５条２号所定の仮登記であって、担保仮登記で

はない。よって、本件仮登記に対して仮登記担保法は適用されない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

前記前提事実並びに証拠（甲１、５、１０、乙１ないし３、乙４の１ないし

３）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（１）Ａは、平成２年７月１４日、本件各土地の所有権を相続により取得し、同

年９月５日、上記相続を登記原因として所有権移転登記を備えた。 

（２）宮崎税務署長は、平成３年７月９日、本件各土地について、Ａに対する平

成２年７月１４日相続による相続税、利子税及び延滞税を被担保債権として

抵当権を設定し、同月１１日、抵当権設定登記を備えた。 

（３）Ｂ（以下「Ｂ」という。）は、平成１１年１１月２２日、本件各土地に対

して平成１１年１１月１９日売買（条件 農地法第５条の許可）を原因とし
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て条件付所有権移転仮登記を備えた。 

（４）原告とＡは、平成１３年２月９日、原告がＡに対して６０００万円を弁済

期を定めることなく貸し付ける旨の金銭消費貸借契約を締結し、併せて同貸

金債権を担保するために本件各土地に対して抵当権設定契約を締結した。こ

れらの契約では、特約事項として、Ａが農地法５条の許可を条件として所有

権移転仮登記手続をすることを認めることが約された。 

（５）原告は、平成１３年２月１３日、本件各土地について、本件仮登記を備え

た。本件仮登記の登記簿上の表示は次のとおりである。 

登記の目的   条件付所有権移転仮登記 

原因      平成１３年２月９日売買（条件 農地法第５条の許可） 

（６）また、原告は、同日、本件各土地について、Ａを債務者、原告を抵当権者

として、以下の内容の本件抵当権設定登記を備えた。 

原因      平成１３年２月９日金銭消費貸借同日設定 

債権額     金６０００万円 

利息      年１５％ 

損害金     年２０％ 

（７）本件各土地に対しては、平成１３年２月１３日、同月９日解除を原因とす

る、Ｂを抵当権者、Ａを債務者とする抵当権の抹消登記がなされた。 

（８）熊本国税局長は、平成１７年３月２日、Ａの滞納国税を徴収するため、国

税徴収法４７条１項１号及び同法６８条の規定に基づき、本件各土地に対し

て本件差押えをし、同月４日、平成１７年３月２日熊本国税局差押を原因と

し、債権者を財務省とする差押登記を備えた。なお、本件差押えに係る滞納

国税額は、平成１１年分の所得税の修正申告に係る申告所得本税１１４３万

０３００円、国税通則法所定の延滞税及び平成１１年分の所得税の決定処分

に係る過少申告加算税２１３万２０００円である。 

（９）熊本国税局長は、原告に対し、平成１７年３月２日、国税徴収法５５条に
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基づき、Ａの滞納国税を徴収するため本件各土地を差し押さえた旨通知する

とともに、本件抵当権設定登記にかかる被担保債権の債権元本額及び利息の

定めについての照会書を送付した。 

これに対し、原告は、熊本国税局長に対し、同月２８日、本件抵当権設定

登記に係る被担保債権の債権元本額は、上記照会書受領時点で５０００万円

であり、利息は受領していない旨回答した。 

（１０）本件各土地は市街化区域内にある農地であることから、原告は、平成２３

年２月３日付けで宮崎市農業委員会に対し農地法５条１項６号の規定に基づ

く届出をしたところ、同農業委員会は、これを受理し、同月３日にその効力

が生じた旨通知した。 

（１１）宮崎税務署長は、平成２３年２月１４日、本件各土地に対する抵当権設定

契約を解除し、同月１５日、平成２３年２月１４日解除を原因とする１番抵

当権抹消登記を備えた。 

２ 判断 

（１）前記１で認定したとおり、本件仮登記は、全部事項証明書（乙４の１ない

し３）上、農地法５条の許可を条件とした売買契約を原因とする条件付所有

権移転仮登記であり、不動産登記法１０５条２号の仮登記に当たり、金銭消

費貸借の債務不履行の時に所有権が移転する仮登記担保契約の形式を有して

いない。しかしながら、前記１で認定した事実並びに証拠（甲１、１２、乙

６）及び弁論の全趣旨によれば、①原告は、売買契約と同一日の平成１３年

２月９日にＡとの間で６０００万円の金銭消費貸借契約を締結していること、

②原告は本件各土地に対して同日、抵当権設定契約を締結しているところ、

本件各不動産の所有権の取得を欲する者が抵当権を設定することは意味があ

るとは考えられないこと、③原告とＡとの間で本件各土地の売買契約書が作

成されていないこと、④平成１３年２月１３日付け抵当権設定金銭消費貸借

契約書（甲１）には、特約条項として条件付所有権移転仮登記を行うことが
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記載されているのみで、本件各土地の売買契約の存在について記載がないこ

と、⑤本件各土地の平成１４年度課税台帳（乙６）によれば本件各土地の固

定資産評価額は合計７２１２万５９６４円であり、その時価を算出すると、

原告が主張する本件各土地の売買代金額５５００万円と比していささか合理

的均衡を失すること、⑥原告は平成１３年２月９日時点で農地法５条１項６

号所定の農業委員会に対する届出を行っておらず、届出をしたのは平成２３

年２月３日であることが認められる。 

以上によれば、原告とＡとの間で平成１３年２月３日に本件各土地の全部

事項証明書の表示どおりの本件各土地の売買契約が締結されたとは認めるこ

とはできず、当事者の意思からすれば、契約締結により本件各土地の所有権

を原告に移転させることに主眼があるのではなく、Ａの原告に対する貸金債

務が不履行となった時にはじめて農地法５条１項所定の都道府県知事の許可

を受け、又は同法５条１項６号所定の届出をした上で本件各土地の所有権を

移転させる仮登記担保契約（仮登記担保法１条参照）であると解される。そ

うすると、本件仮登記は仮登記担保契約に基づく担保仮登記であると解する

のが相当であり、仮登記担保契約及び抵当権設定契約により原告は仮登記担

保権を実行するか抵当権を実行するかを任意に選択できるようにしたものと

理解されるところである。 

（２）これに対し、原告は、Ａと原告との間で本件各土地の売買契約が締結され

たことの証拠として、①領収書２通（甲２の１、２）、②Ａ作成の念書（甲

３）、③本件各土地の権利証（甲１１）及び④本件仮登記の手続に関与した

Ｃ司法書士（当時。以下「Ｃ元司法書士」という。）作成の陳述書（甲１２）

を提出する。しかし、①は、Ｃ元司法書士に対する手数料（甲２の１）又は

Ｂが原告から「Ａ氏権利抹消代」として５０００万円を受領したことを証す

るもので、その目的も原告主張の売買代金５５００万円とも異なるものであ

る。②についても、Ａが本件各土地の事実上の所有者が原告であることをい
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うものであり、むしろ売買契約の存在について述べていないこと、③につい

ても、その交付時期や交付の状況が明らかでなく、本件各土地の売買契約の

締結を証するものとまではいえないこと、④についても、売買契約書を作成

しなかったのは原告が農業法人の資格がなかったので、売買契約書を作成し

ても最終的には農業委員会の許可が条件となるので作成の意味がない旨陳述

するにとどまり、何ら上記売買契約の存在を証するものとはいえない（むし

ろ農地の売買においてたとえ農業委員会の許可が条件となる場合であっても、

売買契約書を作成することが多いものと思料される。）。したがって、上記

各証拠をもってしても、原告とＡとの間の本件各土地の売買契約の成立を認

めることはできない。 

（３）以上によれば、本件仮登記は、本件各土地の売買契約ではなく、仮登記担

保契約に基づく担保仮登記であって、仮登記担保法が適用されることとなる。

そして、仮登記担保法２条によれば、原告は本件各土地の所有権を移転する

ものとされている日以後に清算金の見積額（清算金がないと認めるときは、

その旨）をＡ等に対して通知し、かつ、その通知が上記Ａ等に到達した日か

ら２か月（清算期間）を経過しなければその所有権の移転の効力が生じない

ところ、本件全証拠をもってしても、原告がかかる通知をした事実が認めら

れないので、本件各土地の所有権が原告に移転したとはいえない。そうする

と、本件差押えは清算金の支払の弁済前（清算金がないときは、清算期間の

経過前）にされたものといえるから、原告は本件仮登記に基づく本登記の請

求をすることができないこととなり（国税徴収法５２条の２、仮登記担保法

１５条１項）、本登記申請についての承諾請求もまたすることができないこ

ととなる。 

第５ 結論 

以上の次第であるから、原告の請求は理由がないのでこれを棄却することと

し、訴訟費用の負担につき民訴法６１条を適用して主文のとおり判決する。 
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宮崎地方裁判所民事第２部 

裁判官     上田洋幸 


